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１．はじめに

  ある人が法律に違反した場合，その後どうなるだろうか．違反したのが私法であった場合，誰か他の人に裁判所に訴えられ，判決によって損害賠償を支払わされたりするかもしれない．そして，損害賠償の支払を拒否すれば，強制執行の対象になる．違反したのが刑法であった場合，その人は警察に逮捕されて，罰金を課せられたり，裁判所の有罪判決の結果，懲役刑となったりするかもしれない．

　国際社会においても同じように，国家が国際法に違反した「その後」のことを定める国際法がある．この，国家が国際法に違反した後の過程を定めた法分野を国家責任（state responsibility）法と呼ぶ．より具体的には，国家責任法は，当該国家が責任を負うべき違法行為がそもそも存在するか，存在した場合どのような救済がなされるのか，およびそのような国家の責任はどのように履行されるか，といった事柄を扱う分野である．

　国家責任法が扱う範囲は広い．およそ何らかの国際法違反が生じた場合には，必ず国家責任法の問題が発生すると考えてよいだろう．例えば，ある国家が侵略戦争を禁じる国際法に違反して，侵略戦争を開始すれば，その国には国家責任が発生する．また，ある国家が別の国家との間で関税を引き下げるという条約を結んだにもかかわらず，それに違反して高い関税を徴収した場合にも，国家責任が発生する．さらには，ある国の国内で外国人の生命や財産が脅かされたにもかかわらず，それに対してその国が適切な措置をとらないといった場合にも国家責任が発生する．国内法の場合，契約上の義務違反であれば債務不履行責任が問われ，交通事故等であれば不法行為責任が問われ，犯罪であれば刑法上の責任が問われるなど，違反する法によって，異なる法律に規定が設けられている．それに対して国家責任法では，国際法違反を包括的に取り扱うという方針を取っている（森2010:21）．

　現在，国家責任法の内容を知る上で最も重要なものは，国家責任条文草案
であるとされている．これは国連の国際法委員会で起草されたものである．これは現在まで条約としては採択されていないが，国際慣習法を多く取り込み，逆に裁判所や教科書などで多く参照されて国際慣習法化した部分も多いとされる．

　国家責任条文草案では，国家責任が発生した場合，責任を負う国は，国際違法行為により生じた被害に対して十分な回復を行う義務を負う，とされている（31条）．救済の形態としては，原状回復（restitution）・金銭賠償（compensation）・精神的満足（satisfaction）という形態が認められている（34条）．この中で中心的な役割を果たすのは，金銭賠償である
． 

　それでは，金銭賠償は，どのような範囲で与えられるのであろうか．36条では，金銭賠償は，金銭上評価可能ないかなる損害も対象とし，それが立証される限りにおいて逸失利益を含む，と簡単に書かれているのみである．

　経済学的な観点から国家責任法を扱ったほぼ唯一の先行研究であるPosner and Sykes(2007)は，この金銭賠償は，国内法でいうところの損害賠償であり，引き起こした損害に見合った額だけ賠償される補償的損害賠償(compensatory damages)である，と見なしている．PosnerとSykesは，補償的損害賠償は，経済学的に見て損害賠償の正しい算定方法であるとする．その理由は，国内法における不法行為の損害賠償の場合と同じように，違法行為を行う国家にその行為の結果の全てを内部化させるから，ということである．これは，不法行為の経済分析の基本的な結論を持ってきたものである．PosnerとSykesは，国家責任法を，国内法における企業の不法行為責任，すなわち使用者責任
に類似するものとみなしており，それをこの金銭賠償の額の問題にも適用しているのである．

　ただ，Posner and Sykes(2007)の分析では考えられていない問題がある．損害賠償（あるいは金銭賠償）は，加害者から被害者への金銭の支払いであり，加害者にとってできれば支払いたくないものである．にもかかわらず国内法で支払いが実現するのは，支払わなかった場合は国家による強制が予定されているからである．これに対して，国際社会には国家の上位機関がない．そうであるならば，たとえ国際裁判所などで，ある国が損害賠償の義務があると判断されても，損害賠償が支払われることはなさそうである．すなわち，国家には損害賠償を支払うインセンティヴがないように見える．しかし現実には，すべての場合ではないが，国家は損害賠償の支払いをしている．

　国家に損害賠償を支払うインセンティヴを持たせているのは，何なのであろうか．また，そのインセンティヴは損害賠償の額などによって変わってくるのであろうか．考えられる1つの可能性は，相手国家による対抗措置の可能性が，損害賠償の支払いを促している，ということである．対抗措置とは，国際違法行為の中止や救済を求めるために被害国が取る，通常であれば国際違法行為になるような措置を指す．国際違法行為をした国家は，相手国家による仕返しを避けるために，損害賠償の支払いに応じるかもしれない．もう1つは，評判効果が，損害賠償の支払いを促している，ということである
．損害賠償を支払わないような国家には悪い評判が立ち，他国がそのような国家との付き合いを避けるために，大きな不利益を受けるかもしれない．このような不利益が，支払う損害賠償を上回ると国家が判断すれば，国家は賠償を支払うことを選択するだろう．

　本稿では，このうち，1つ目の，国家による対抗措置の可能性が損害賠償の支払いを促進する可能性について議論する．具体的には，国家責任法の問題となる典型的な状況の1つをゲームとして表し，その場合に行われる対抗措置や損害賠償の制度についても単純化して表す．そして，そのモデルの下で，対抗措置や損害賠償の制度の果たしている役割を分析し，それと現実の国家責任法制度を見比べて，何らかの示唆を得る，という方法をとることにする．
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※ 利得の大きさの順番はT>R>P>S

図1　外国人保護のゲーム

２．  モデルの基本設定

　国際社会には，国家1と国家2という2つの国家のみがあると仮定する．そして，互いの国の国民のいくらかが，相手国で何らかの活動をしているとする．それぞれの国家において，相手の国の国民を狙った犯罪が生じ，その国民が損害を被り，その損害は国民の本国の損害とも見なされるとする
．各国家は外国人を狙った犯罪の抑止に努力する（Cとする）か，努力しない（Dとする）かのどちらかの行動を決定する．さし当たって，この努力は，相手国が直接観察できるものである，と仮定しておく．

　努力すれば，相手の国の国民が犯罪にあう可能性が減る．その結果，両方が努力した場合の利得Rは，両方が努力しない場合の利得Pに比べてどちらの国家にとっても望ましい．しかし，犯罪抑止の努力には費用がかかるので，相手が努力をしてこちらの国の国民の安全を確保してくれ，自分は努力しない状態が各国家にとっては一番大きな利得Tを実現する．逆に自分は努力しているのに，相手は努力してくれない状態の利得Sが最も悪い．このような状況を，利得表として表すと，図1のようになる．

３．行動が直接観察できる場合

  この図1は，有名な囚人のジレンマゲームと同じ利得構造である
．Dが国家1の支配戦略になっている．国家2も同様なので，このゲームのナッシュ均衡は，両国がDを選択する状態となる（この状態をwDDと表すことにする）．このときの両国家の利得Pは，互いに努力して両国がCをとる状態（wCCと表す）が実現したときの利得Rにパレート劣位する．つまり，両国とも犯罪の抑止に努力せず，外国人を狙った犯罪が頻発し，両国ともにとって損になる状態が実現する．

３．１　対抗措置のモデル化

　両国が犯罪の抑止に努力するwCCの状態を成立させるには，どうすればよいだろうか．ゲームを無限回繰り返しゲームとし，仕返しを含んだ戦略を考えるのが，よく論じられる解答である．例えば，最初Cから始まり，どちらか一方でもDを選択した場合には，次の期から永久にDをとり続けるという永久懲罰戦略（grim trigger strategy）を考える．

　この無限回繰り返し囚人のジレンマにおいて，割引因子δが(T-R)/(T-P)以上の場合，両国が永久懲罰戦略をとる状態は部分ゲーム完全均衡となっている．それは次の理由からである．

　wCCの状態から始まって，その次の期を0期，その次を1期，……とステージゲームを数えるとする．部分ゲーム完全均衡となるためには，全ての部分ゲームでナッシュ均衡となっていなければならない．両国が永久懲罰戦略を取っている場合，今までのステージゲームでどちらか一方でもDを選択したことがあるかどうかで，それ以降の部分ゲームで実現する状態が変わってくる．

　今までのステージゲームでどの国もDを選んだことがない場合，両国家が永久懲罰戦略をとっていると，wCCの状態が続く．それに対し，0期に1回逸脱をすると，wDDの状態に移行する．よって，この場合の国家1の割引利得は，(1-δ)T+δPとなる．R
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Pのとき，1回逸脱の特性（one shot deviation property）
が満たされる．

　今までのステージゲームでDを選んだ国がある場合，両国家が永久懲罰戦略をとっていると，wDDの状態が続く．これは0期に1回逸脱しても，再びwDDとなるので，1回逸脱で利得を改善させることはできない．

　以上より，δ
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(T-R)/(T-P) のとき，両国家が永久懲罰戦略を選択し合っている状態が部分ゲーム完全均衡となる．

　国家責任法における対抗措置は，このような繰り返しゲームの戦略に含まれる仕返しであるとして，モデル化できる可能性がある．対抗措置とは，相手国が違法行為を行った際に，自分も通常であれば違法になるような行為を相手に対して行うことであった．対抗措置を繰り返し囚人のジレンマゲームにおける仕返しと見ると，対抗措置の機能として，相手国の違法行為の抑止ということが考えられる．もし相手国が違法行為を行った場合には，こちらも違法行為を行って相手の利得を下げるという脅しによって，相手が国際違法行為を思いとどまる可能性がある．しかし，脅しに信憑性があるかということが問題になりうる．国家の上位機関のない国際社会にとって，脅しに信憑性がなければ，それ以上違法行為を思いとどまらせる手段はほとんどないので，この問題は重要である．脅しに信憑性のない均衡を排除する概念である部分ゲーム完全均衡をここで使っているのは，そのためである．
３．２　賠償制度のモデル化

  今までのモデルに，「賠償」の制度を取り入れてみよう．次のようなゲームを考える．国家1と国家2は毎期今までと同じ囚人のジレンマゲームをプレイする．ただし，各期の初めに，一方の国家は他方の国家にJ(>0)の金額を与える（この行動もJという名前とする）か，与えないか（この行動をNJとする）を決めることができる
．

　このゲームで「賠償戦略」をプレイする．国家1が賠償戦略をとるということは，次のようなプレイの仕方を表している．この戦略には，次のように2つの「期」がある（最初は協力期から始まる）．

協力期　国家1は，0期にCを選び，国家2がCを選ぶ限りCを選び続ける．（国家2だけでなく国家1もDをとるような状況になった場合にも協力期を続ける．）

懲罰期　国家2がDを選ぶと，協力期から国家2に対する懲罰期に移行する．この期では，国家2は毎期のゲームの最初にJを支払うことが求められる．国家2がJを支払うまで，国家1はDを選び続ける．国家2がJを支払った場合，その期から協力期に復帰する．

　このゲームを図に表すと下の図2のようになる．図のwCCが協力期，wJ0, w0Jが懲罰期に当たる．
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  この賠償戦略は，割引因子δが
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の条件を満たすとき，部分ゲーム完全均衡となる（付録の命題1を参照）．これは，1番目の
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はJが大きいほど小さくなるが，2番目の
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はJが小さいほど小さくなる．

　この条件は，付録の命題1の議論を見ると分かるように，1番目は協力期の維持，2番目は懲罰期から協力期への復帰の観点が強く表れた条件である．つまり，1番目はJが大きいほど裏切りDが抑止されて協力が維持しやすくなることを表し，2番目はJが大きいほどJを支払って協力期へ復帰するよりもJを支払わずに裏切りDを続けた方がよくなってしまうことを表す．

　このゲーム及び戦略の分析から，次のようなことが言える．

　第1に，両方が裏切りDを選ぶ状態から，両方が協力Cを選ぶ状態への復帰が組み込まれていることである．前節の永久懲罰戦略では，いったん相手が裏切ると，その後は永久に裏切りDをお互いが選び続けることになっていた．しかし，今議論しているこの賠償のモデルでは，賠償Jを払いさえすればお互いが協力する状態に復帰できる．

　国際社会において，国家間の友好関係・適法関係の回復という視点は重要であると思われる．国家同士の関係は長期にわたるものであるので，一度の違法行為で関係が永久に崩れてしまうのは望ましくなく，何らかの方法で友好関係が回復できるのが望ましい．すなわち，国家責任の目的として，違法行為の抑止だけでなく，友好関係の回復という視点が必要である．国家責任法は国際違法行為への対処ということで，一見すると国内法の不法行為に一番似ているように見える
が，今のように考えると，長期的関係における裏切りの問題を扱う契約法の側面を多分に含んでいると言える．

    第2に，このゲームでは，仕返しは賠償と密接に関係付けられている．相手の裏切りに対する仕返しは，相手が賠償を支払わない場合に限って行われる．そして，賠償を支払わない場合に行われる仕返しも，その後相手が賠償を支払ったらその時点で中止される．これは，国家責任の文脈では，違反国が賠償などの救済措置をとった場合には，ただちに対抗措置は終了されなければならないとされているのと整合的である（国家責任条文草案53条）．

　第3に，賠償Jが大きすぎても小さすぎても，両国が協力する状態は実現しにくくなる，ということである．前頁で見たように，抑止と，協力関係への復帰は相反する部分がある．賠償が小さいと裏切りの抑止が十分になされない，というのはわかりやすいと思われるが，他方で，賠償が大きいと賠償を支払って協力状態に復帰するインセンティヴがなくなる，というのもまた重要である．例えば，ドイツについての次のような議論がこれに関係するかもしれない．すなわち，第1次世界大戦後，ドイツには莫大な額の賠償金が課せられた．これは長くドイツの社会を苦しめ，結局ドイツが再び戦争への道を進んでいく1つの原因になったと言われている．

４．行動が直接観察できない場合

４．１　基本設定

今までのゲームでは，国家はお互いに相手がとった行動が分かるような完全モニタリング（perfect monitoring）のゲームを考えていた．それに対し，ここでは，相手のとった行動を観察できない不完全モニタリング（imperfect monitoring）のゲームを考える
．

国家1と国家2は互いの国民が相手国で何らかの活動をしている．それぞれの国家においてある確率で相手の国の国民が犯罪等に巻き込まれ損害を被るとする．各国家は犯罪の抑止に努力する（Cとする）か努力しない（Dとする）かを決定する．ただし，各国家の努力そのものは相手国が観察することはできない．観察できるのは，実際自分の国民が相手国で犯罪に巻き込まれたか（
[image: image8.wmf]m

とする）巻き込まれなかったか（
[image: image9.wmf]m

とする）だけである．この場合，一般に各国家が犯罪の抑止に努力していれば，努力していない場合よりも，相手の国の国民が犯罪に巻き込まれる確率は低くなるということは言える．ただし，犯罪の抑止に努力していたとしても，相手の国の国民が犯罪に巻き込まれる確率は一般にはゼロにはできず，不幸にして犯罪に巻き込まれてしまうこともある．

今の場合，両国家は相手の行動を直接観察できず，シグナル
[image: image10.wmf]m

と
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のみ観察できる．このシグナルは，両国ともが共通に観察できる公的シグナル（public signal）であるとする．ステージゲームの結果a=wCC, wDC, wCD, wDDのそれぞれの場合につき，シグナル
[image: image12.wmf]m

が観察される条件付き確率は次のようになる．
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|a)=p  if  a= wCC
p(
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|a)=q  if  a= wDC,またはwCD
p(
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|a)=r  if  a= wDD
　　　　　　　　　　　　（p>q, p>rとする）

このとき，ステージゲームの結果aにつき，
[image: image16.wmf]m

のシグナルが観察される確率は，p(
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|a)=1- p(
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|a)となる．つまり，例えばa= wCCのときp(
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|a)=1-pとなる．この場合，図の囚人のジレンマゲームにおいて，図1の各利得は，事前の期待利得であるとする．

４．２　裁判と賠償のモデル化

　前節のような状況において，さらに両国は，次のような「裁判」と「賠償」の制度を導入する
．両国は前節の不完全モニタリングの無限回繰り返し囚人のジレンマゲームを行う．ただし，国家は次のステージゲームの最初にKの費用を払うと，前のステージゲームの結果を知ることができる．これは，両国ともがKを支払ったときのみ結果を知ることができるものとする．そしてそのステージゲームで一方がCを選択し他方がDを選択していたことが判明した場合，Dを選択した方が相手にJを支払う
．

　そして，両国は次のような戦略をとることにする．すなわち，最初Cをとり，シグナル
[image: image20.wmf]m

が観察される限り，Cを取り続ける．シグナル
[image: image21.wmf]m

が観察された場合，次の期のゲームの最初にK（>0）の額を支払って裁判を試みる．相手がKを払わなかった場合には，それ以降永久にDを選択する．裁判の結果，自分がDで相手がCであることが判明した場合，相手にJ (>0) を支払う．裁判の結果，自分がCで相手がDであることが判明したにもかかわらず，相手がJを支払わなかった場合，それ以降永久にDを選択する．裁判の結果がそれ以外の結果の場合は特に何もしない．その場合，Cを選択して最初に戻る．この戦略を裁判賠償戦略と呼ぶことにする．

　このゲーム及び戦略を図で表すと，図3のようになる．wK, wJはそれぞれ，「裁判」の費用Kを払うどうかを決定する段階と，賠償Jを支払うかどうかを決定する段階を表している．[image: image63.wmf]m


　wCCから始まり裁判賠償戦略をとる場合の国家1の割引平均利得を調べる．まず，シグナル
[image: image22.wmf]m

が観察された場合は，次の期もwCCのままである．シグナル
[image: image23.wmf]m

が観察された場合は，1期はwKとなりKを支払い，wJに移行し，0期はwCCの状態だったので，そのままwCCへと移行する．したがって，国家1の割引平均利得V1(wCC)は，V1(wCC)=(1-δ)R+δ(pV1(wCC)+(1-p)(-(1-δ)K+V1(wCC)) =
[image: image24.wmf]K

p

R

d

)

1

(

-

-

となる．

　Rが大きくなると，V1(wCC)は大きくなる．これは，毎期の協力の利得が大きいほど，協力状態での利得は当然大きいことを表す．またV1(wCC)は，pが大きいほど大きくなり，pが1に近づくと，完全モニタリングにおける協力の利得Rに近づく．これは，シグナル
[image: image25.wmf]m

が正確ならば，誤って裁判に進んでしまう可能性が減るので，その分の利得のロスがなくなることを表す．さらに，割引因子δが大きいほどV1(wCC)は小さくなる．これは，将来にはほぼ確実に裁判が起こるので，将来を重視すると裁判費用Kが無視しにくくなるということを表す．Kが大きくなるとV1(wCC)は小さくなる．これも，将来にはほぼ確実に裁判が起こることから，協力状態でも裁判の費用を考慮する必要があることを表している．

　また，R-P-K(1-δp)>0のとき，
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<R-(1-p)δKとなり，この裁判賠償戦略をとったときの割引平均利得の方が，永久懲罰戦略のときの割引平均利得よりも大きくなる．この条件は「裁判」の費用Kが小さいとき，また両者が協力したときの利得Rが大きく両者が裏切ったときの利得Pが小さいときに，満たされやすくなる．また，割引因子δやシグナル
[image: image27.wmf]m

の確率pが大きいときにも満たされやすい．

　また，この裁判賠償戦略を両国家が用いる状態は，(1-p)K<R-P, δ
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の条件が満たされるとき，完全公的均衡（perfect public equilibrium）
となる（付録の命題2を参照）．

　(1-p)K<R-Pの条件は，「裁判」の費用Kが小さいとき，また両者が協力したときの利得Rが大きく両者が裏切ったときの利得Pが小さいときに，満たされやすくなる．

　この条件は，命題2の計算過程から分かるように，Kを支払って裁判を行うかどうかの部分に関係する．Kが大きいと，裁判を利用して協力状態に復帰するよりも，(D,D)の状態を続けた方がよくなってしまう．また両者が協力したときの利得Rが大きく両者が裏切ったときの利得Pが小さいときには，協力状態に復帰する利益が大きくなる．

　割引因子の条件においては，まず協力の利得Rが大きくなるほど，分数が2つとも小さくなり条件が満たされやすくなる．これは，協力の利益が大きいほど協力がなされやすくなることを意味する．

　また，シグナル
[image: image31.wmf]m

の確率pが大きいときにも分数は2つとも小さくなり，条件が満たされやすい．これは(C,C)の時に誤って
[image: image32.wmf]m

が観察されて裁判に進んでしまうことがないほど，協力がなされやすいことを意味する．

　「裁判」の費用Kの効果はこの場合相反する．割引因子の条件の1つ目の分数は，Kが大きくなると小さくなる．2つ目の分数は，Kの関数と見て微分すると
[image: image33.wmf]2
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となるので導関数が正である．つまり，Kが大きくなると大きくなる．

　本章の数学的付録の計算過程から分かるように，1つ目の分数は協力の維持，2つ目の分数は裁判を利用しての協力状態への復帰に関係する．1つ目の分数がKが大きくなると小さくなるというのは，次のことを表す．裏切りを行うと裁判に行く可能性が高くなり裁判費用を支払わなければならなくなる可能性が高くなる．すなわち，裁判費用の支払の可能性が，裏切りの抑止に繋がることを表しているのである．2つ目の分数がKが大きくなると大きくなるというのは，裁判費用が大きいと裁判を利用して協力状態に復帰するよりも，(D,D)の状態を続けた方がよくなってしまうことを表す．

　賠償Jの効果も相反する．割引因子の条件の1つ目の分数は，Jが大きくなると小さくなる．2つ目の分数は，Jの関数と見て微分すると
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となる．ここで，均衡の1つ目の条件として，(1-p)K<R-Pがあったことを思い出そう．これが成り立つならば，今の導関数は正となることが分かる．つまり，2つ目の分数はJが大きくなると大きくなる．

　1つ目の分数が，Jが大きくなると小さくなるというのは，賠償Jが大きいほど裏切りへの抑止が強くなることを表す．2つ目の分数が，Jが大きくなると小さくなるというのは，賠償Jが大きくなると，賠償を支払わずに(D,D)の状態を続けた方がよくなってしまうことを表す．

　以上より，割引因子δが一定以上大きい場合，裁判賠償戦略を取ることは均衡になる．また，協力の利得Rやシグナル
[image: image35.wmf]m

の確率pが大きい場合，裁判賠償戦略をとることは均衡になりやすくなる．さらに，「裁判」の費用Kや賠償Jの効果は，抑止と協力への復帰の相反関係を反映して，相反する．

　この裁判賠償戦略では，まず費用をかけて「裁判」を行うことで，相手の国家の行動のはっきりとした情報が得られるという特徴がある．現実においても，すぐ目に見える情報だけでは，相手が裏切り行為を働いたか分からないが，裁判になり双方が立証活動を行うなかで相手の行動が分かってくることもあるだろう．さらに，裁判が下されることで，相手が裏切り行為を働いたかが少なくとも法的にはっきり確定されるということもある．国家責任の文脈においても，特に外国人に対する国民の犯罪行為などの場合，国家が実際に努力をしていたかは一見しては判然とせず，仲裁などでもってそれが実際に確定されることは，多々行われてきた．

　そして，裏切り行為を働いた側は賠償を支払うことになる．賠償は裏切り行為を働いた側には少なくとも直近で見る限り何のメリットもない．にもかかわらず賠償が実際に支払われるのは，賠償が支払われないと永久懲罰の状態へと移行してさらに不利になるからである．これは，国家責任の文脈で言えば，賠償が支払われなければ，対抗措置がとられることによりさらに不利になるので，賠償が支払われる，ということを意味する．

　「裁判」自体の利用についても同様のことが言える．シグナル
[image: image36.wmf]m

が発生したにも関わらず裁判を利用しない場合，永久懲罰の状態に移行する．そのため，「裁判」の利用が選ばれる．

　そしてゲーム全体で見た場合，裏切ったときにシグナル
[image: image37.wmf]m

が発生しやすくその後は賠償を支払わなければならないことが，裏切りを抑止して協力を導くようになっている．さらに，裏切りが起こって賠償が支払われた場合，それで裏切りを許して協力関係に戻ることにより，全体の利得を高い水準に保とうとしている．

　この裁判と賠償を組み込んだゲームから得られる洞察として，次のようなものがある．

　第1に，上位権力による強制の裏付けがなくても，裁判制度は実現が可能である．裁判賠償戦略が均衡であることにより，自らの利得を最大化する合理的な国家は，裁判制度を組み込んだ戦略をプレイし，そしてそこから逸脱するインセンティヴを持たない．

  第2に，完全モニタリングの賠償ゲームで述べたのと同様，この場合にもお互いが協力する状態への復帰が，ゲームや戦略に組み込まれている．国家は裁判費用Kを支払って裁判をする．そこで賠償責任がないとされた場合は，そのまま協力関係に復帰できる．さらに，賠償責任があるとされた場合でも，賠償Jを支払えば，協力関係に復帰できる．国家責任制度における賠償は，国家の違法行為に対する抑止の意味を持つだけでなく，国家間の友好関係回復の意味も持っているのである．

　第3に，これも完全モニタリングの賠償ゲームと同様であるが，仕返しは裁判や賠償と密接に関係付けられている．相手の裏切りに対する仕返しは，相手が裁判に応じない，あるいは賠償を支払わない場合に限って行われる．そして，その仕返しも，相手がその後裁判に皇子，賠償を支払ったらその時点で中止されるのである．

  第4に，その裁判制度の持つ意味は，簡単には観察できない国家の行動（外国人の損害の防止のために努力したかなど）を明らかにするというものである．すなわち，裁判制度は，国家に情報をもたらすという機能を果たしている
．今の不完全モニタリングゲームの場合には，実際には犯罪抑止のために国家が努力していてもそれを相手国は直接観察することはできず，犯罪が発生したという事実しか観察することができない．すると，通常は，犯罪の発生という事実を基準にして，仕返しをしたり，賠償を要求したりするしかなくなる．しかし，犯罪抑止の努力と犯罪発生は完全にイコールではないため，本来であれば仕返しをしたり賠償を要求すべきでないときに，それらをしてしまうことになる．裁判の制度はその問題を緩和しているのである．

　第5に，この点も完全モニタリングの賠償ゲームと同様なのであるが，抑止と協力関係の回復の相反関係である．裁判費用や賠償の額が大きいときには，裏切りに対する抑止力は強くなるが，協力関係への復帰を妨げることにもなる．逆に裁判費用や賠償の額が小さいときは，協力関係への復帰はしやすいが，裏切りに対する抑止力は弱くなる．

  第6に，裁判の費用と利得の効率性の関係である．裁判費用が大きいと，協力の利得
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が下がる．裁判費用が高いと，裁判を利用して協力を達成しようとする方法は，効率的でなくなる可能性が高い．これは，所有権と損害賠償権の選択の際には，裁判の費用が重要な考慮要素の1つである，という国内法の経済分析の基本的な結論とも整合的である(Calabresi and Melamed 1972 ; Pauwelyn 2008)．

　第7に，賠償の額と利得の効率性の関係である．興味深いことに，この場合協力状態の利得に賠償額は影響を与えない．両国家がCを選んでいる限り，賠償を支払う機会はめぐってこないからである．たとえ裁判に進む場合でも，両者はCを選んでいたと正しく判断されるので賠償を支払う必要はない．もし，裁判が誤る可能性があるということをさらにゲームに入れれば，賠償の額が利得の効率性に影響を与えることになってくるだろう．

５．結論および今後の展望

　本稿では，国際法における損害賠償制度がいかにして可能か，という問題を考えた．そして，違法行為に対する仕返し，すなわち対抗措置の制度が存在することによって，一定の場合には国家に損害賠償を支払うインセンティヴがあることが示された．

　実際のモデルの分析によって得られたインプリケーションの中で，特に興味深いと思われるものは，国家間の友好関係の回復という損害賠償の機能と，抑止機能と友好関係回復機能の相反関係である．

　岩月(2008)は，対抗措置について国際法学の観点から分析しているが，対抗措置の正当化根拠と制度的な機能として，相互主義，法的制裁，強制執行の3つを挙げ，さらに4つ目として友好的紛争処理手続の補助手段という機能を掲げている．ここで相互主義とは相手国の違法行為に対しては違法行為で対抗しても不当ではないという形式的な議論を指す．法的制裁とは違法行為に対する国際社会の側からの価値的非難である．強制執行とは，国家責任の解除に相手国が応じない場合，被害国は対抗措置に訴えることで強制的に国家責任の解除の行為を行わせることをいう．友好的紛争処理手続きの補助手段とは，現在の国際法では紛争は友好的な紛争処理手続によって解決すべきこととされており対抗措置はその意味では第1次的手段ではないが，友好的紛争処理手続はいつも機能するわけではないので，その場合に対抗措置が補助手段と機能するという見方である．

  今回のモデル分析では，対抗措置の強制執行としての側面と友好的紛争処理手続の補助手段としての側面に特に焦点を当てたことになる．さらに，対抗措置は友好的紛争処理手続きの補助手段であるだけでなく，逆に有効的紛争処理手続きが履行されるインセンティヴの基礎になっているという視点を今回の分析によって付け加えることができると思われる．

　今後の展望として，さらに国家責任法が関係する様々な状況をモデル化していく必要があると思われる．第1章で述べたように，国家責任法が扱う範囲は非常に広く，今回モデル化したのは，そのうちのごく限られた状況のみだからである．

　そのうえ，今回のモデルでは，国家の力（武力や経済力）はほぼ同等だと暗黙に仮定していた．しかし，実際には力に差のある国家同士で国家責任の問題が起こることもある．国家責任条文草案でも引用されている，国家責任に関する判例の多くは，19世紀後半から20世紀前半に，ラテンアメリカ諸国と欧米諸国間の紛争から生まれたものである．例えば，1920年代から1930年代に主に活動したアメリカ=メキシコ一般請求委員会の扱った事案
の大半は，メキシコ革命の時期にメキシコ内で被害を受けたアメリカ人に関するものである．このような場合の状況を歴史的事実に基づきながらモデル化し，国家責任法はそこでどんな役割を果たしているかを分析することで，国家責任法の現実の機能がより深く理解できると思われる．

　国家慣行という国家の実際の行動によって内容が自然発生的に作られていくことが基本の国際法
において，国家責任法の成立はかなり異なった道をたどっている．前段で述べたように過去に多数の判例が生まれ，それが参照されていることも事実であるが，注目すべきは第二次世界大戦後，国連国際法委員会において，条文の形で国家責任法が議論されてきた，ということである．つまり，現在の形の国家責任法の成立にあたっては，意識的な法の作成に近い作業も，少なからぬ割合で関わっていたと見ることができる．しかし，この条文の作成にあたって，それぞれの条文の内容が国家の行動にどのような影響を与えるのかといった観点からの検討がなされたことはほとんどないようである．しかし，国家のインセンティヴと一致しない国際法を作成しても，国家がそれを守る可能性は少ない．意識的な法の作成に近い作業が国際法においても増えつつある現在，国家の行動に与える影響，すなわちインセンティヴに関する経済分析が必要となってきているように思われる．
６．付録
命題１　図2で賠償戦略を両国が用いる状態は，
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のとき部分ゲーム完全均衡となる．

（証明）

　1回逸脱の特性(one shot deviation property)
が成り立つ条件を確認することにより，部分ゲーム完全均衡となる条件も確かめることができる．この場合，確かめるべき状態は図2に示された協力期wCCとそれぞれの国家の懲罰期wJ0, w0Jの3つである．

　まず，wCCについて調べる．賠償戦略どおりにプレイしたときの国家1の割引平均利得はV1(wCC)=Rである．国家1が0期にこの戦略から1回逸脱してDをとると，1期にはJを支払ってwCCに戻り，以降wCCが続く．よって，国家1の割引平均利得は(1-δ)(T+δ(R-J))+δ2Rとなる．よって，R
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(1-δ)(T+δ(R-J))+δ2Rのとき，1回逸脱の特性が満たされる．これを変形すると，次のようになる．
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　次にwJ0である．国家1が賠償戦略をとると，まず第0期にJを支払いwCCとなり，それ以降もwCCが続く．よって国家1の割引平均利得はV1(wJ0)=(1-δ)(R-J)+δRである．国家1が0期にこの戦略から1回逸脱してJを支払わないと，次の期の最初にJを支払ってwCCとなり，それ以降wCCが続く．よって国家1の割引平均利得は(1-δ)(P+δ(R-J))+δ2Rとなる．よって，(1-δ)(R-J)+δR
[image: image42.wmf]³

(1-δ)(P+δ(R-J))+δ2Rのとき，1回逸脱の特性が満たされる．これを変形すると，次のようになる．
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  w0Jの状態を調べる．国家1が賠償戦略をとるとする．相手も賠償戦略をとっているので，0期の最初に相手はJをとる．したがって，国家1は0期にCをとり，以降wCCが続く．つまり，国家1の割引平均利得はV1(w0J)=Rである．国家1が0期にこの戦略から1回逸脱するとする．すると，国家1は0期にDをとり，次の期にwJ0に移行することになる．したがってwCCについて調べた場合と同じになる．

  以上より，
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1

,

max(

J

P

R

J

R

T

-

-

-

³

d

のとき，両国が賠償戦略を選択し合っている状態が部分ゲーム完全均衡となる．(終)

命題２ 図3で裁判賠償戦略を両国が用いる状態は，(1-p)K<R-P, δ
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が満たされるとき，完全公的均衡となる．

（証明）

　この場合も1回逸脱の特性
が成り立つ条件を確認することにより，完全公的均衡となる条件も確かめることができる．この場合，確かめるべき状態は図3に示されたwCC, wK, wJ, wDDの4つの状態について1回逸脱の特性を確かめればよい．

　まずwCCの状態を調べる．wCCから始まり裁判賠償戦略をとる場合は，国家1の利得はV1(wCC)である．それに対し，0期に1回逸脱をすると，その期は国家1はD，国家2はCを選択することになる．そして，シグナル
[image: image48.wmf]m

が観察された場合は，次の期もwCCのままである．シグナル
[image: image49.wmf]m

が観察された場合は，1期はまずwKとなりKを支払い，wJに移行してJを支払い，wCCへと移行する．したがって，国家1の割引利得は(1-δ)T+δ(qV1(wCC)+(1-q)((1-δ)(-K-J)+V1(wCC))となる．V1(wCC)
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(1-δ)T+δ(qV1(wCC)+(1-q)((1-δ)(-K-J)+V1(wCC))となる必要がある．これにV1(wCC)= (1-δ)R+δ(pV1(wCC)+(1-p)((1-δ)(-K)+V1(wCC))を代入して変形すると，((p-q)K+(1-q)J)δ
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T-Rとなる．p>qより(p-q)K+(1-q)J>0なので，これはδ
[image: image52.wmf]³



 EMBED Equation.3  [image: image53.wmf]J
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となる．

　次にwKの状態を調べる．wKから始まり裁判賠償戦略をとる場合，国家1の割引平均利得は最低でも(1-δ)(-K-J)+V1(wCC)となる．0期に1回逸脱をすると，Kを支払わず，その後はwDDの状態が繰り返されるので，V1(wDD)=Pとなる．よって，(1-δ)(-K-J)+V1(wCC)
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Pとなる必要がある．V1(wCC)の値を代入して変形すると，(pK+J)δ
[image: image55.wmf]³

K+J+P-Rとなる．K+J+P-R<pK+Jのとき，すなわち(1-p)K<R-Pのときのみ0<δ<1が満たされる．このとき，δ
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 EMBED Equation.3  [image: image57.wmf]J
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　wJの状態を調べる．この場合はwKの状態のときとほとんど同じで，wKのときの条件が満たされれば，この場合も十分であることが分かる．

　wDDの状態を調べる．wDDから始まり裁判賠償戦略をとる場合，国家は常にDをとる．これは1回囚人のジレンマゲームのナッシュ均衡なので，ここから逸脱しても得をしないのは容易に分かる．

  以上より，裁判賠償戦略が均衡となるのは，(1-p)K<R-P, δ
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が満たされるときである．（終）
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� ILC Draft Articles on the Responsibility of States for Internationally Wrongful Acts. 1956年に国際法委員会で議論が開始され，約45年後の2001年に完成して国連総会に提出された．


� 原状回復とは，違法行為が行われる前に存在した状態を回復するような措置のことである（35条）．原状回復が可能な場合は多くなく，実際にこの形態の救済が行われた例もほとんどない．そのため，金銭賠償は原状回復が不可能な場合に認められるものと規定されているが（36条），実際には金銭賠償の方が中心的な役割を果たすものであると考えることができる．精神的満足は，原状回復と金銭賠償以外の様々な種類の救済が含まれる（37条）．国旗に対する侮辱であるとか，大使館の土地への不法侵入など，国家の「名誉」に関する事件で用いられることが多い．


� Posner and Sykes(2007)は，アメリカの国内法と国家責任を対比しており，正確には使用者責任ではなく，代位責任（vicarious liability）である．従業員に代わって企業が従業員の行為に責任を負う代位責任と，国民に代わって国家が国民の行為に責任を負う国家責任は類似している，というわけである．


� 国際法における評判効果の働きについては，例えば森(2010:77-122).


� つまり，国家1のある国民が，国家2において犯罪で10の損害を被ったら，国家1の損害も10となる，ということである．国民の利得をそのまま国家の利得と見なしてよいかは，それ自体問題であるが，ここではその問題は脇に置いている．


� 国際法における囚人のジレンマゲームの適用例として，例えば森(2010:97-104)参照．


� 他のプレイヤーの戦略を所与として，全ての部分ゲームにおいて，あるプレイヤーが最初に動く際にのみ戦略を逸脱するということによって，そのプレイヤーが自分の利得を増加させることができない場合に，その戦略は1回逸脱の特性を持つという．そして，無限回繰り返しゲームにおいて，部分ゲーム完全均衡と1回逸脱の特性の間には，次の関係がある．割引因子が1よりも小さい無限回繰り返しゲームにおいて，ある戦略の組が部分ゲーム完全均衡になる必要十分条件は，その戦略の組が1回逸脱の特性を持っていることである．Mailath and Samuelson(2006:24-27)参照．


� この場合，図1の利得表の利得は金銭の額を表すものと仮定する．


� Posner and Sykes (2007)はそのような観点からの経済分析の1例であると言える．また，田畑(1973:277)は，国際法学においても，国家責任法は，国内法の不法行為に類似するものとして取り扱われてきている，と指摘している．


� 不完全公的モニタリングのゲームについては，Mailath and Samuelson(2006:225-381)を参照． 


� このゲームは，Milgrom, North and Weingast (1990)に若干似ている．ただし，彼らのゲームは，n人のプレイヤーが2人ずつ毎期マッチングする形で行われ，プレイヤーは現在の対戦相手の過去の行動が分からないという設定になっている．彼らは，中世の商人たちが商人の法(law merchant)と呼ばれる慣習法を発展させてきた状況を取り扱っていた．


� この場合，図の利得表の利得は金銭の額を表すものと仮定する．


� 完全公的均衡は，部分ゲーム完全均衡の，不完全モニタリングゲーム版の概念である．すなわち，ある戦略の組sが完全公的均衡であるとは，すべての可能な履歴ht� EMBED Equation.3  ���Hの後における戦略s|htのすべてが，ナッシュ均衡となる場合をいう．Mailath and Samuelson(2006:231)参照．


� これらと似た機能は，Milgrom, North and Weingast (1990)のゲームでも見られる．


� R.I.A.A.(Reports of International Arbitral Awards)の第4巻にこの請求委員会の扱った事例の多くが掲載されているが，全部で約180件の事例が掲載されている．


� すなわち，国際慣習法が国際法の法源の1つの柱である．この点については，森(2010)参照．


� 注7を参照．


� 部分ゲーム完全均衡の場合と同様，完全公的均衡の場合にも，次の性質が成り立つ．割引因子が1よりも小さい無限回繰り返しゲームにおいて，ある戦略の組が完全公的均衡になる必要十分条件は，その戦略の組が1回逸脱の特性を持っていることである．Mailath and Samuelson(2006:231)参照．
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